
平成14年度　決算見込み

は
将
来
の
市
民
に
も
活
用
さ
れ
る
の

で
、
世
代
間
で
経
費
を
公
平
に
負
担

す
る
こ
と
に
も
な
り
ま
す
。

新
津
市
で
は
、
市
債
を
財
源
と
す

る
大
き
な
事
業
を
年
次
的
に
実
施
し

て
き
ま
し
た
が
、
計
画
的
な
投
資
や

繰
り
上
げ
償
還
な
ど
に
努
め
た
結

果
、
右
謨
下
の
グ
ラ
フ
Ｅ
に
あ
る
と

お
り
、
平
成
十
年
度
以
降
は
一
般
会

計
の
市
債
残
高
が
減
少
し
て
い
ま

す
。
こ
れ
に
伴
い
、
市
債
お
よ
び
公

債
費
は
平
成
十
四
年
度
は
減
少
に
転

じ
て
い
ま
す
。

下
水
道
事
業
特
別
会
計
と
あ
わ
せ

て
、
各
事
業
別
の
市
債
残
高
を
残
高

順
に
し
た
も
の
が
左
の
表
で
、
簡
易

保
険
の
資
金
か
ら
融
資
を
受
け
た
も

の
が
そ
の
下
で
す
。

各
指
標
で
見
る

市
の
財
政
状
況

下
の
グ
ラ
フ
Ｆ
は
、
市
の
財
政
状

況
を
表
す
主
な
指
標
の
推
移
を
表
し

た
も
の
で
す
。
ま
ず
、
市
町
村
の
財

政
力
を
判
断
す
る
一
般
的
な
指
標
と

し
て
財
政
力
指
数
と
い
う
も
の
が
あ

り
ま
す
（
数
値
が
大
き
い
ほ
ど
財
政

に
ゆ
と
り
が
あ
る
）。
新
津
市
の
場

合
は
前
年
度
と
ほ
ぼ
同

じ
〇
・
四
八
程
度
と
な

っ
て
い
ま
す
。

次
に
、
財
政
の
硬
直

度
を
判
断
す
る
指
標
と

し
て
経
常
収
支
比
率
と

い
う
も
の
が
あ
り
ま
す

（
数
値
が
大
き
い
ほ
ど

財
政
が
硬
直
的
に
な
っ

て
い
る
）。
新
津
市
の

経
常
収
支
比
率
は
は
八

八
・
一
％
と
平
成
十
二

年
度
か
ら
増
え
続
け
て

お
り
、
自
由
に
使
え
る

お
金
が
少
な
く
な
っ
て

き
て
い
ま
す
。

さ
ら
に
、
借
金
が
ど

の
く
ら
い
財
政
を
圧
迫

し
て
い
る
の
か
を
示
す

も
の
に
起
債
制
限
比
率
と
い
う
も
の

が
あ
り
（
数
値
が
大
き
い
ほ
ど
財
政

が
圧
迫
さ
れ
て
い
る
）、
一
六
％
を

超
え
る
と
黄
色
信
号
と
さ
れ
県
の
指

導
を
受
け
ま
す
。
新
津
市
の
場
合
、

こ
の
起
債
制
限
比
率
は
年
々
増
加
し

て
い
ま
し
た
が
、
右
謨
下
の
グ
ラ
フ

Ｅ
の
市
債
残
高
と
公
債
費
の
減
少
に

あ
る
よ
う
に
、
平
成
十
四
年
度
は
前

年
度
に
引
き
続
き
減
少
し
、
一
三
・

五
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
の
よ
う
に
新
津
市
の
財
政
状
況

は
、
固
定
し
た
経
費
へ
の
支
払
い
が

自
由
に
使
え
る
お
金
の
多
く
を
占
め

る
よ
う
な
状
況
に
な
っ
て
い
ま
す
。

今
ま
で
以
上
に

効
率
的
な
行
財
政
運
営
を

こ
こ
ま
で
述
べ
て
き
た
よ
う
に
、

地
方
交
付
税
の
算
定
方
法
が
見
直
さ

れ
た
こ
と
に
よ
り
、
ま
た
先
行
き
の

見
え
な
い
経
済
状
況
に
お
い
て
は
市

簡 保 資 金 か ら も
融 資 を 受 け て い ま す
市の施設などを建設するとき、簡易保

険の積立金の一部を国から融資してもら

っています。

平成14年度に融資を受けたものは、次

のとおりです。

●簡易生命保険積立金融資

・公共下水道事業……10億6050万円

（うち4180万円は繰越分）

市有財産の概況
（平成15年3月31日現在、水道財産を除く）

土 地 建 物基 金

2,177,817裃 204,031裃40億1601万円

※基金とは、財政運営を円滑に行うための　
預貯金などのことをいいます。

事業別の市債現在高 見込み
（平成15年3月31日現在）

事　　業　　名
道路・橋りょう
クリーンセンター
義務教育施設
減税および臨時税収補てん債
街路
公園
金津丘陵ふれあい文化ゾーン
公共用地先行取得
市役所庁舎
県立植物園
臨時財政対策債
地域学園
住宅
消防防災
排水路
社会福祉施設
農林業施設
地域イントラネット基盤整備
保健福祉センター
幼稚園
公民館
保健体育施設
市民会館
その他各種起債
一 般 会 計 　 計
下水道事業特別会計
合　　　　　　計
市民1人あたり
市民1世帯あたり

市 債 残 高
33億 7978万円
30億2771万円
26億6820万円
22億5034万円
18億9456万円
16億9532万円
13億6790万円
10億2920万円
9億9975万円
9億5162万円
9億1140万円
8億3907万円
6億9051万円
5億6283万円
4億 807万円
4億 98万円
3億 551万円
1億8970万円
1億4998万円
7792万円
7330万円
2402万円
2155万円

6億4253万円
245億 6174万円
258億 6862万円
504億 3036万円

745,140円
2,349,095円

税
を
含
め
歳
入
が
今
後
大
幅
に
増
加

す
る
こ
と
は
望
め
な
い
た
め
、
市
財

政
は
極
め
て
厳
し
い
状
況
に
な
る
こ

と
が
予
測
さ
れ
ま
す
。
従
っ
て
、
公

債
費
の
縮
減
を
は
じ
め
と
す
る
さ
ま

ざ
ま
な
財
政
面
で
の
工
夫
が
よ
り
一

層
求
め
ら
れ
ま
す
。
し
か
し
、
そ
の

一
方
で
多
様
化
す
る
市
民
の
ニ
ー
ズ

や
行
政
環
境
の
変
化
に
対
応
し
た
、

質
の
高
い
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
こ

と
も
必
要
と
な
り
ま
す
。

行
政
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
る
市
民

は
、
そ
の
経
費
を
負
担
す
る
納
税
者

で
も
あ
り
、
両
方
の
立
場
で
納
得
し

て
も
ら
え
る
効
率
的
な
行
財
政
運
営

を
目
指
し
、
こ
れ
か
ら
も
努
力
を
続

け
て
い
き
ま
す
。
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グラフＦ　財政状況各指標の推移
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義務的経費 

投資的経費 

その他経費 

人件費 

公債費 

扶助費 

（億円） 

普通建設事業費普通建設事業費 
2525億69156915万円万円 
（12.212.2％）％） 

物件費物件費 
2626億546546万円万円 
（12.412.4％）％） 

人件費人件費 
4141億67086708万円万円 
（19.819.8％）％） 

公債費公債費 
3434億58575857万円万円 
（16.516.5％）％） 

扶助費扶助費 
2020億781781万円万円 
（9.69.6％）％） 

災害復旧費災害復旧費 
564564万円万円 
（0.00.0％）％） 

繰出金繰出金 
3333億85348534万円万円 
（16.116.1％）％） 

貸付金貸付金 
1212億55585558万円万円 
（6.06.0％）％） 

補助費等補助費等 
1212億483483万円万円 
（5.75.7％）％） 

その他その他 
3億43414341万円万円 
（1.61.6％）％） 

人件費 
41億6708万円 
（19.8％） 

公債費 
34億5857万円 
（16.5％） 

扶助費 
20億781万円 
（9.6％） 

普通建設事業費 
25億6915万円 
（12.2％） 

災害復旧費 
564万円 
（0.0％） 

繰出金 
33億8534万円 
（16.1％） 

物件費 
26億546万円 
（12.4％） 

貸付金 
12億5558万円 
（6.0％） 

補助費等 
12億483万円 
（5.7％） 

その他 
3億4341万円 
（1.6％） 

投資的経費

義
務
的
経
費

そ
の
他
経
費

歳出 
210億 
287万円 

グラフＣ　一般会計歳出の性質別分類

グラフＤ　一般会計歳出の性質別推移

義
務
的
経
費
の

割
合
は
依
然
と
し
て
高
く

上
の
グ
ラ
フ
Ｃ
は
、
平
成
十
四
年

度
の
歳
出
に
つ
い
て
そ
の
性
質
別
に

分
類
し
た
も
の
で
す
。

義
務
的
経
費
と
は
、
人
件
費
、
公

債
費
（
市
債
の
償
還
に
充
て
ら
れ

る
）、
扶
助
費
（
生
活
保
護
な
ど
社

会
保
障
と
し
て
の
経
費
）
の
主
に
三

つ
で
、
支
出
を
義
務
づ
け
ら
れ
任
意

に
削
減
で
き
な
い
と
い
う
性
質
を
持

ち
ま
す
。
こ
の
義
務
的
経
費
の
割
合

が
高
く
な
る
と
、
自
由
に
使
え
る
資

金
が
少
な
く
な
り
、
社
会
や
経
済
の

変
化
に
対
応
し
た
事
業
を
行
う
こ
と

が
難
し
く
な
り
ま
す
。

投
資
的
経
費
と
は
、

普
通
建
設
事
業
費
、
災

害
復
旧
費
な
ど
そ
の
事

業
に
よ
っ
て
作
ら
れ
た

も
の
が
、
社
会
資
本
と

し
て
将
来
に
残
る
も
の

を
指
し
ま
す
。

上
の
グ
ラ
フ
Ｄ
は
、

歳
出
の
性
質
別
分
類
の

推
移
を
表
し
た
も
の

で
、平
成
十
四
年
度
は
、

投
資
的
経
費
以
外
が
増

加
し
て
い
ま
す
。

特
に
義
務
的
経
費
は

高
い
水
準
と
な
っ
て
い

て
、
そ
の
内
訳
（
グ
ラ

フ
の
点
線
部
分
）
を
見

る
と
、
前
年
度
で
は
増

加
し
た
人
件
費
、
そ
れ

に
公
債
費
は
減
少
し
て
い
る
も
の

の
、
扶
助
費
は
引
き
続
き
増
加
し
て

い
ま
す
。

一
方
、
投
資
的
経
費
は
計
画
的
に

必
要
な
も
の
を
厳
選
し
投
資
し
た
た

め
、
ま
た
災
害
復
旧
に
か
か
る
費
用

が
少
な
か
っ
た
た
め
に
、
減
少
と
な

っ
て
い
ま
す
。

着
実
に
減
っ
て
い
る

市

債

残

高

市
債
は
、
道
路
や
施
設
な
ど
の
建

設
に
一
時
的
に
必
要
と
な
る
多
額
の

費
用
の
負
担
を
長
期
に
分
散
さ
せ
て

年
度
間
の
調
整
を
図
ろ
う
と
す
る
も

の
で
す
。
ま
た
、
で
き
た
施
設
な
ど

歳
入
は
前
年
度
に
比
べ

約
二
億
円
減
少
に

左
の
グ
ラ
フ
Ｂ
は
、
一
般
会
計
の

歳
入
の
推
移
を
表
し
た
も
の
で
す

が
、
平
成
十
四
年
度
は
市
税
と
そ
の

他
（
繰
越
金
や
使
用
料
お
よ
び
手
数

料
な
ど
）
が
増
加
し
た
ほ
か
は
減
少

し
て
い
ま
す
。

地
方
交
付
税
の
減
少
は
、
そ
の
交

付
金
算
定
方
法
が
平
成
十
三
年
度
か

ら
変
更
さ
れ
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で

す
し
、
国
庫
支
出
金
の
減
少
は
国
庫

補
助
制
度
の
見
直
し
や
補
助
事
業
の

完
了
な
ど
に
よ
る
も
の
で
す
。
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地方交付税 
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市税 
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国庫支出金 
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グラフＢ　一般会計歳入の推移
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市債残高 

歳出における公債費（＝返済額） 

歳入における市債（＝新規借入額） 

（億円） 

（億円）

グラフＥ　市債の推移
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